
簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（抄） 

（平成十八年六月二日法律第四十七号） 

 

第二章 重点分野及び各重点分野における改革の基本方針等 

第四節 総人件費改革 

 

（地方公務員の給与制度の見直し）  

第五十六条 地方公共団体は、地方公務員の給与について、国家公務

員の給与に係る措置に準じた措置、人事委員会の機能の強化その他

の措置を通じ、民間給与の水準を的確に反映させるよう努めるもの

とする。  

２ 地方公共団体は、給与に関する情報の積極的な公表を行い、手当

の是正その他の給与の一層の適正化に努めるものとする。  

３ 政府は、学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教

育職員の人材確保に関する特別措置法 （昭和四十九年法律第二号）

の廃止を含めた見直しその他公立学校の教職員の給与の在り方に関

する検討を行い、平成十八年度中に結論を得て、平成二十年四月を

目途に必要な措置を講ずるものとする。  

 


